
２０２２年１月２４日 

茨木市長 福岡洋一殿   

茨木市教育長 岡田祐一殿                   

新型コロナウイルス対策についての要望書（第９次） 

日本共産党茨木市会議員団 

 政府は 25 日にも大阪府にまん延防止等重点措置の適用を行うとしていますが、現在の茨木市における

感染状況は国の対策を待っていられる状況ではありません。一刻も早く感染拡大の流れを抑え市民の命

を守るために、感染拡大阻止のための緊急対策を提案いたします。 

記 

1、 就学前施設における感染拡大を阻止する。 

◆ 「家庭保育の協力による保育料減免」を今すぐ実施し、密の回避や体調不良者がいる世帯が登園自

粛できる環境をつくる。 

◆ 休園施設の保護者の就労を保障する観点から、エッセンシャルワーカーなど保育を必要とする保

護者に対して代替保育を市の責任で実施する。 

◆ 感染が発生した場合の対応について、施設任せにせず濃厚接触者の特定方法など児童施設での特

定作業に役立つ情報を提供する。 

2、 小中学校における感染拡大を阻止する。 

◆ 実態に見合った濃厚接触者の特定や休業期間の設定を行うために、再発防止の観点から 3 学期に

発生している感染状況を調査研究して活かす。 

◆ 分散登校やオンライン授業など、感染拡大期に見合った学校運営を行う。 

◆ 特に 30 人を超えるクラスでは、蜜を避けるための運営がより積極的に行われるよう、全小中学校

一律ではなく学校や学級ごとの状況に合わせて必要な感染防止対策を実施する。 

◆ 感染不安により登校できない児童生徒の学びの保障を行う。 

3、 市民が感染対策に資する情報を積極的に公開し、感染拡大を阻止する。 

◆ 休園や学校休業が起こっている地域に対して施設休業情報を提供し、地域での市中感染をおさえ

る手立てを講じる。 

◆ クラスター事例の感染拡大原因を市民に周知し注意喚起を図る。 

4、 施設休園、学級閉鎖の該当者も自宅療養者支援制度の対象とする。 

5、 市中感染を止める観点から、自宅療養の市民を保護し療養するための施設を用意する。 

6、 福祉施設と教育施設で PCR定期検査を実施する。 

7、 感染集積が判明した地域で、全住民を対象とするなど面的検査を実施する。 

8、 ワクチン接種予約の迅速化に向けて、ネット環境の整備とコールセンターの回線は必要数用意

する。 

9、 コロナで影響を受ける市民生活への補償の手立てを国や府に要望するとともに具体策を講じ

る。 

以上 


